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社会福祉法人酒田市社会福祉協議会 

定款施行細則 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この細則は、社会福祉法人酒田市社会福祉協議会（以下「この法人」という。）

定款第５０条の規定に基づき、法人の運営管理及び業務の執行について定めること

を目的とする。 

 

第２章 評議員 

（評議員の選任候補者の提案をするときの事前確認資料） 

第２条 評議員の選任候補者の提案を行う場合には、当該提案を決議する理事会の開

催前に、選任候補者として予定している者から次の資料を徴さなければならない。 

 （１） 就任承諾書 

 （２） 欠格事由の確認書 

 （３） その他評議員の主な経歴、兼職状況等を確認するために必要な資料 

（欠員の補充） 

第３条 評議員に欠員が生じた場合又は在任する評議員が理事の人数を超えない人

数となった場合は、速やかに補充選任を行うものとする。 

 

第３章 評議員会 

（理事及び監事等の出席） 

第４条 法令及び定款に基づき報告を行う理事並びに議案を提案する理事は、評議員

会に出席しなければならない。 

２ 監事は評議員会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べることができる。 

３ 評議員会は、必要に応じ前各項以外の者の出席を求め、その意見又は説明を求め

ることができる。 

（招集手続） 

第５条 評議員会の招集通知は、評議員会の開催日の１週間前までに、各評議員に対

して会議の日時、場所及び会議の目的事項を記載した書面をもって通知しなければ

ならない。ただし、書面による通知に代えて、評議員の承諾を得た電磁的方法によ

り通知することができる。 

２ 会長は、評議員から評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して評議員会

の招集の請求を受けたときは、遅滞なく評議員会を招集しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続を経る

ことなく評議員会を開催することができる。 
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（出席状況の報告） 

第６条 議長は、議事に入る前に、評議員の出席状況を評議員会に報告しなければな

らない。 

２ 前項の報告は、職員に行わせることができる。 

（理事等の説明義務） 

第７条 理事及び監事は、評議員会において評議員から特定の事項について説明を求

められた場合には、当該事項について必要な説明をしなければならない。ただし、

当該事項が評議員会の目的である事項に関しないものである場合及び次のいずれ

かに該当する場合は、この限りでない。 

（１）  当該事項について説明をするため調査を必要とする場合（次に掲げる場

合を除く。） 

   ア 当該評議員が当該事項について説明を求める旨をこの法人に通知したの

が、評議員会の日より相当の期間前である場合 

   イ 当該事項について説明をするために必要な調査が著しく容易である場合 

 （２） 当該事項について説明をすることによりこの法人その他の者（当該評議員

を除く。）の権利を侵害することとなる場合 

 （３） 評議員が当該評議員会において実質的に同一の事項について繰り返し説明

を求める場合 

 （４） 前各号に掲げる場合のほか、当該事項について説明をしないことについて

正当な理由がある場合 

（決議の方法） 

第８条 評議員会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、議決に加

わることができる評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行い、可否同数の

ときは議長の決するところによる。 

２ 前項の場合においては、議長は、評議員会の決議に評議員として議決に加わるこ

とができない。 

（採決） 

第９条 議長は、議案について質疑及び討論が尽されたと認めたときは、審議を終了

させ採決しなければならない。 

２ 議長は、採決が終了したときは、その結果を評議員会に宣言しなければならない。 

（閉会） 

第１０条 議長は、すべての議事を終了したときは閉会を宣言する。 

（議事録） 

第１１条 評議員会の議事録は書面をもって作成し、次の事項を記載するものとする。 

（１） 評議員会の日時及び場所 

 （２） 出席した評議員、理事又は監事の氏名 

 （３） 議事の経過の要領及びその結果 
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 （４） 特別の利害関係を有する評議員の氏名 

 （５） 社会福祉法施行規則第２条の１５第３項第４号に規定する監事の意見等 

 （６） 議長の氏名 

 （７） 議事録を作成した者の氏名 

２ 評議員会の決議があったものとみなされた場合の評議員会の議事録には、次の事

項を記載しなければならない。 

 （１） 評議員会の決議があったものとみなされた事項の内容 

 （２） 前号の事項を提案した者の氏名 

 （３） 評議員会の決議があったものとみなされた日 

 （４） 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

３ 評議員会への報告があったものとみなされた場合の評議員会の議事録には、次の

事項を記載しなければならない。 

 （１） 評議員会への報告があったものとみなされた事項の内容 

 （２） 評議員会への報告があったものとみなされた日 

 （３） 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名 

（欠席者への報告） 

第１２条 会長は、評議員会に欠席した評議員に対して議事の経過の要領及びその結

果を記載した書面を評議員会終了後１４日以内に送付するものとする。 

 

第４章 役 員 

（役員の選任候補者の提案をするときの事前確認資料） 

第１３条 評議員に役員の選任候補者の提案を行う場合には、当該提案を決議する理

事会の開催前に、当該役員の選任候補者として予定している者から次の資料を徴さ

なければならない。 

 （１） 就任承諾書（新任にあたっては実印を使用し、印鑑登録証明書を添付のこ

と） 

 （２） 欠格事由の確認書 

 （３） 履歴書 

 （４） その他役員の兼職状況、特殊関係者に該当しないことを確認するために必

要な資料 

 

第５章 理事会 

（役員以外の者の出席） 

第１４条 理事会は、必要に応じ理事及び監事以外の者の出席を求め、その意見又は

説明を求めることができる。 

（理事会の開催） 

第１５条 理事会は、毎会計年度終了後３ケ月以内に１回開催するほか、３月及び必
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要がある場合に開催する。 

（招集手続） 

第１６条 理事会の招集権者は、理事会の招集通知を理事会の日の１週間前までに、

各理事及び各監事に対して会議の日時、場所及び会議の主な目的事項を記載した書

面で通知しなければならない。 

（議長） 

第１７条 理事会の議長は、その都度理事の互選とする。 

２ 理事会の会議の目的事項について議長である理事が特別の利害関係を有すると

きは、その事項の審議について、他の理事が議長に当たるものとする。 

（決議の方法） 

第１８条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その

過半数をもって行い、可否同数のときは議長の決するところによる。 

２ 前項の場合においては、議長は、理事会の決議に、理事として議決に加わること

はできない。 

３ 第１項の決議について特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることは

できない。この場合、その理事の数は第１項の理事の数に算入しない。 

（法人の業務執行の決定） 

第１９条 理事会で決定する法人の業務は次のとおりとする。 

（１） 評議員会の招集等に関する事項 

（２） 事業計画及び予算 

（３） 予算外の新たな義務の負担又は権利の放棄 

（４） 事業報告及び決算 

（５） 定款の変更 

（６） 金銭の借入 

（７） 法令及び定款において規定されている規程等並びに所轄庁に届出を要する

重要な規程等の制定又は改廃に関すること。 

（８） 合併、解散、解散した場合における残余財産の帰属先の選定 

（９） 新たな事業の経営又は受託 

（10） 社会福祉充実計画の策定 

（11） 評議員選任候補者の推薦及び解任の提案 

（12） 日常の業務として理事会が定める会長の専決事項及び常務理事が分担執行

する業務以外の法人の業務に関する事項 

（13） その他法令及び定款に定める事項 

２ 会長は、前項の決議事項（法定事項を除く。）であっても、緊急の処理を要する

ため、理事会に付議できないときは、理事会の決議を経ないで、業務を執行するこ

とができる。ただし、この場合にあっては、会長は、次の理事会に付議し承認を得

なければならない。 
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（報告） 

第２０条 会長及び常務理事は、次に掲げる各自の職務の執行状況等について、理事

会に報告しなければならない。 

 （１） 監督官庁が実施した検査又は調査の結果（改善指示がある場合は、その改

善状況） 

（２） 事業活動の概況 

 （３） 年度決算 

 （４） 重要事項についての報告 

 （５） 行政庁等に対する届出等のうち特に重要なもの。 

 （６） 各種委員会その他重要組織の活動状況 

 （７） 理事会の決議事項のうち特に重要な事項の経過 

 （８） その他役員から報告を求められた事項 

（監事の出席） 

第２１条 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べなければ

ならない。 

（議事録） 

第２２条 理事会の議事録は書面をもって作成し、次の事項を記載するものとする。 

 （１） 理事会の日時及び場所 

（２） 社会福祉法施行規則第２条の１７第３項第２号に規定する方法で招集され

たときは、その旨 

 （３） 出席した理事及び監事の氏名 

 （４） 議事の経過の要領及びその結果 

 （５） 特別の利害関係を有する理事の氏名 

 （６） 社会福祉法施行規則第２条の１７第３項第５号に規定する意見又は発言の

概要 

 （７） 議長の氏名 

（欠席者への報告） 

第２３条 会長は、理事会に欠席した理事及び監事に対して議事の経過の要領及びそ

の結果を記載した書面を理事会終了後１４日以内に送付するものとする。 

 

第６章 監事・監事会 

（職務） 

第２４条 監事は、理事の職務の執行を監査する。 

２ 監事は、次の各号に該当する事実があると認めるときは、その旨を速やかに理事

会に報告しなければならない。 

 （１） 理事が不正の行為をしたとき。 

 （２） 理事が不正の行為をするおそれがあるとき。 
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 （３） 法令若しくは定款に違反する事実があるとき。 

 （４） 著しく不当な事実があるとき。 

（会議への出席） 

第２５条 監事は、理事会及びその他の重要な会議に出席し、必要があると認めると

きは意見を述べなければならない。 

（監事の選任議案） 

第２６条 理事は監事の選任に関する議案を評議員会に提出するには、監事の過半数

の同意を得なければならない。 

（計算書類等の監査） 

第２７条 監事は、各事業年度に係る計算書類（賃借対照表、収支計算書）事業報告

及びその附属明細書並びに財産目録を監査する。 

（監査報告書） 

第２８条 監事は、前条の監査の終了後、監査報告書を作成しなければならない。 

２ 前項の監査報告書の内容は、次のとおりとする。 

 （１） 監査の日時及び場所 

 （２） 監査の方法及びその内容 

 （３） 計算書類及びその附属明細書がこの法人の財産、収支及び純資産の増減の

状況を全ての重要な点において適正に表示しているかどうかについての意

見 

 （４） 事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従いこの法人の状況を正し

く示しているかどうかについての意見 

 （５） この法人の理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実があったときは、その事実 

 （６） 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由 

 （７） 監査報告書を作成した日 

３ 前項の監査報告書には、作成年月日を記載し、監事はこれに記名押印をするもの

とする。 

４ 監事は、前項の監査報告書を会長に提出する。 

 

第７章 会長等の執行権限 

（会長の専決事項等） 

第２９条 定款第２７条に規定する会長及び常務理事の専決事項及び定款第２１条

第４項に規定する常務理事が分担執行する事項は別表１のとおりとする。 

２ 事務局長及び課長の専決事項については、別に定める。 

（専決等の報告） 

第３０条 会長及び常務理事の専決事項又は常務理事が分担執行した事項のうち、そ

の内容が重要であると認められる事項については、会長及び常務理事の自己の職務
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の執行状況の報告の中で理事会に報告しなければならない。 

２ 常務理事が分担執行した事項のうち、その内容が重要であると認められる事項に

ついては、速やかに会長に報告しなければならない。 

（会長専決事項の代決） 

第３１条 会長専決事項については、会長に事故あるとき又は欠けたときは常務理事

が代決する。 

２ 常務理事に事故あるとき又は欠けたときは事務局長が、事務局長に事故あるとき

は総務課長が、総務課長にも事故あるときは総務事務及び地域福祉事務は地域福祉

課長が、介護サービス事務は介護サービス課長が代決する。 

（常務理事の分担執行する事項の代決） 

第３２条 常務理事が分担執行する事項については、常務理事に事故あるとき又は欠

けたときは事務局長が、事務局長に事故あるときは総務課長が、総務課長にも事故

あるときは総務事務及び地域福祉事務は地域福祉課長が、介護サービス事務は介護

サービス課長が代決する。 

２ 事務局長に執行させる事項については、事務局長に事故あるときは総務課長が、

総務課長にも事故あるときは総務事務及び地域福祉事務は地域福祉課長が、介護サ

ービス事務は介護サービス課長が代決する。 

 

第８章 その他 

（秘密の保持） 

第３３条 本会の評議員選任・解任委員会の委員、評議員及び役員等であった者は、

職務上知りえた情報の内容を第三者に漏洩し、又は不当な目的のために利用しては

ならない。 

（諸会議等の運営） 

第３４条 評議員、評議員会、理事、理事会、監事、監事会の運営に必要となる要領

及び運用に必要となる書類の様式は、会長が別に定める。 

（改廃） 

第３５条 この細則の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、平成２９年１２月２６日に制定し、平成２９年４月１日から施行す

る。 

（旧細則の廃止） 

２ 定款施行細則（平成２５年４月１日施行）は、廃止する。 
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別表１（第２９条関係） 

       会長専決事項及び常務理事分担執行事項 

１ 会長専決事項 

（１） 社会福祉協議会の運営に関する基本的方針の決定に関すること。 

（２） 事業計画の樹立及びその実施計画の決定に関すること。 

（３） 各福祉団体との総合調整に関すること。 

（４） 理事会、評議員会の招集及び議案送付に関すること。 

（５） 定款、規則の制定改廃に関すること。 

（６） 事務組織等に関すること。 

（７） 職員の任免、分限及び新たに給与の決定並びに職員の服務及び賞罰    

その他重要又は特殊な人事に関すること。 

（８）  臨時職員の任免に関すること。 

（９） 事務局長の義務免、年休の承認に関すること。 

（10） 事務局長の出張命令に関すること。 

（11） 法人印の制定、改廃に関すること。 

（12） 予算編成方針の決定及び予算案の決定並びに繰り越し計画に関すること。 

（13） 会費の算出、決定、徴収、減免に関すること。 

（14） 寄付金の受入に関すること。 

（15） 200万円以上の補助金申請に関すること。 

（16） 建設事業の借り入れ金に関すること。 

（17） 1件 200万円以上の物品貸借契約の締結に関すること。 

（18） 支払命令 200万円以上（規程に定める諸給与の支払命令、毎月定期的に支 

     出する委託料、貸付金の元利償還金を除く。）に関すること。 

（19） 前各号に準ずる重要事項に関すること。 

 

２ 常務理事が分担執行する事項 

（１） １件 50 万円以上 200 万円未満の物品調達計画の決定に関すること。 

（２） 1 件 5 万円以上 10 万円未満の会議費（食料費）に関すること。 

（３） 科目の振替及び流用に関すること。 

（４） 100 万円以上 200 万円未満の補助金申請に関すること。 

（５） 予定価格 100 万円以上 200 万円未満の工事施行に関すること。 

（６） 広報紙の発行に関すること。 

（７） 支払命令 100 万円以上 200 万円未満に関すること。 

 


